
 

－ 63 － 

●－自治総研通巻518号 2021年12月号－● 

 

2021年度普通交付税算定結果の検証 
 

 

飛 田 博 史 

 

 

 はじめに 
 

 本年８月３日に「令和３年度普通交付税大綱」が閣議報告された。今年度は昨年度のよ

うな消費増税の平年度化にともなう幼保教育無償化や高等教育無償化の本格施行などの大

きな政策はないものの、地方自治体のデジタル化推進関連経費の新設などポスト・コロナ

の新たな政策や測定単位の国勢調査人口の改定など、地方交付税の配分に影響を与える見

直しがあり、算定結果が注目されるところである。 

 本稿では2021年度の普通交付税（以下「交付税」と呼ぶ）の算定結果の概要と特徴につ

いて分析を交えて解説する。 

 

 

 1. 2021年度交付税算定の特徴 
 

(１) 交付税算定について 

   毎年度の交付税算定の動向は２つの次元でとらえることができる。第一に地方財政

計画（以下「地財計画」と呼ぶ）に対応したもの。第二に交付税算定の枠内における

ものである。 

   地財計画は、国が策定する地方財政の通常収支見込み（普通会計ベース）であり、

地方財政対策という財源確保策を通じて収支を一致させることから、マクロの財源保

障とみなされる。このうち、地方税や地方交付税などの一般財源と一般財源充当歳出

分が交付税算定に反映され、自治体ごとのミクロの財源保障となる。 

   地方交付税は地財計画で総額が決定され、その94％が「普通交付税」として算定さ

れる。具体的な算定方法は、各自治体の一般財源を充当する通常経費として「基準財

政需要額」（以下「需要額」と呼ぶ）を算定し、そこから、税収見込みの75％相当の
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「基準財政収入額」（以下「収入額」と呼ぶ）を差し引き、前者が後者を上回る場合

に、その差額を補てんする。需要額は経費ごとの単価を表す「単位費用」、人口や面

積などの「測定単位」、自治体ごとの経費差を補正する「補正係数」を乗じたもので

ある。 

   地財計画の交付税算定への影響は、たとえば、地財計画の一般行政経費で、一般財

源を充当する社会保障関係経費が増加すると、交付税算定では、需要額で算定される

社会福祉費や高齢者保健福祉費などの関連項目で、単位費用などが引き上げられる

（その他、補正係数に反映されたり、特別交付税（地方交付税総額の残り６％）で算

定されたりする場合もある）。あるいは、後に述べる地方創生やデジタル関連の新規

項目が地財計画に計上されれば、これに対応して交付税でも新たな項目が創設された

りする。 

   一方、交付税算定の枠内での動向というのは、需要額の算定基礎となる測定単位の

改定や基準財政収入額の推計方法の見直しなどであり、地財計画で決定された総額を

自治体間に配分する際の影響である。 

   以上の制度の仕組みを踏まえて、今年度の交付税算定の特徴をみていこう。 

 

(２) 地財計画からみた今年度の交付税算定の特徴 

  ◆ 2021年度地方財政計画の規模 

    今年度の地財計画（通常収支分）の規模は89兆8,060億円（伸び率前年度比▲

1.0％ ▲はマイナス、以下カッコ内同じ）、一般財源総額は63兆1,432億円（▲

0.5％）、不交付団体の水準超経費を除く額では61兆9,932億円（0.4％）と、実質

的な一般財源総額は増額を確保した。一般財源の主要項目の動向を見ると地方税が

38兆802億円（▲7.0％）と、新型コロナウイルス感染拡大の影響による経済活動の

低下や地方自治体（以下「自治体」と呼ぶ）による徴収猶予の影響があいまって、

リーマンショック以来の大幅な減収見通しとなった。これに対し、地方交付税総額

は17兆4,385億円（5.1％）と、財源不足の大幅な拡大に対応して前年度を大きく上

回った。 

    マクロベースの財源保障で見るかぎり、交付団体における一般財源の水準は前年

度並みを確保したと見ることができる。 

    主な地財計画の歳出項目では、給与関係経費が20兆1,540億円（▲0.7％）と前年

度を下回ったものの、主な要因は退職手当の減少であり、実質的にはほぼ前年度水



 

－ 65 － 

●－自治総研通巻518号 2021年12月号－● 

準を維持した。また、地財計画上の地方公務員の定員数でも、保健所や児童福祉司

等の増員、一般職員の増員などが盛り込まれた。これらにより、交付税の需要額に

おいても、単位費用の基準となる標準団体の給与費や職員数において充実した項目

が散見される。 

    一般行政経費では40兆8,824億円（1.3％）と社会保障経費の増加、会計年度任用

職員制度の平年度化にともなう人件費の上乗せ、新設項目である地域デジタル社会

推進費2,000億円の計上などがあり、これらについても需要額の単位費用の加算や

新規項目の創設などを通じて、交付税算定に反映された。 

  ◆ 地域デジタル社会推進費 

    政府は重点施策であるデジタル改革の一環として、自治体のデジタル化を後押し

しており、その具体的支援策として、2020年12月に「自治体ＤＸ（デジタル・トラ

ンスフォーメーション）推進計画」を策定した。同推進計画の重点取組事項として、

自治体の情報システムの標準化・共通化、自治体の行政手続きのオンライン化など

とともに、「地域のデジタル化」などが盛り込まれている。これを踏まえ、地財計

画では光ファイバーの整備や５Ｇサービスの地域での普及を促すため、2021年、

2022年を事業期間とする「地域デジタル社会推進費」が盛り込まれた。事業費は各

年度2,000億円ずつで、需要額算定においても臨時項目として創設された。算定額

は道府県分800億円程度、市町村分1,200億円程度と、デジタル事業において住民に

直接かかわる市町村の算定に重点が置かれている。 

    図表１は算定の概要である。 

    単位費用は道府県分が520円、市町村分が760円で、段階補正と経常態容補正、ま

た条件不利地域における割増係数を乗じる算定となっている。 

    段階補正はデジタル化経費のスケールメリットを踏まえたもので、小規模自治体

においてデジタル化の経費を要する見込みから割増補正となるが、人口規模にかか

わらず生じる固定費を一定程度加味している。 

    一方、経常態容補正は「地域住民を主な対象とする取組に係る指標」と「地域企

業を主な対象とする取組に係る指標」をもとに、２分の１ずつ計算する。前者の指

標ではデジタル化のニーズが高い高齢者人口や障がい者人口を含んでおり、いずれ

も全国平均に比べてこれらの割合が高いほど割増係数がかかる。後者の指標では全

国平均に比べて人口一人当たりの事業所が多い場合に係数が高くなり、さらに第一

次産業事業所数や中小企業数が事業所数に占める割合が全国平均より高い自治体で 
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図表１ 地域デジタル社会推進費の算定の概要 

(資料) 総務省「令和３年度 普通交付税の算定方法の改正について」  
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   は、デジタル支援に多くの費用を要することを加味して割増係数がかかる。 

    このほか、市町村分の算定では民間参入が困難な条件不利地域においてデジタル

化経費がかさむことを考慮し、割増係数（図中ではα）がかかる。この場合の条件

不利地域とは、財政力指数の過去３年平均が0.51未満かつ過疎法、離島振興法等(１)

の特別法の指定を受けている自治体で、特例法の適用状況に応じて1.1または1.2の

係数がかかる(２)。 

    段階補正に加え、条件不利地域における割り増しは財政力指数と特別法指定の両

者を満たす必要があることから、同じ小規模市町村でも算定結果に大きな差が生じ

ている。 

  ◆ 会計年度任用職員制度の平年度化 

    2017年５月に公布された地方公務員法および地方自治法の一部改正にもとづき、

2020年４月より会計年度任用職員制度が施行され、2021年度は制度の平年度化にと

もない、期末手当の期間率換算が1.7ヵ月分から2.6ヵ月分に引き上げられたため、

地財計画ベースでは一般行政経費の単独事業に651億円、公営企業繰出金に13億円

が加算された。交付税算定では、道府県分および市町村分の以下の項目の単位費用

に加算された。 

   【道府県分】（カッコ内は測定単位） 

    「警察費（警察職員数）」「小・中学校費（教職員数）」「高等学校費（生徒

数）」「特別支援学校費（学級数）」「社会福祉費（人口）」「衛生費（人口）」

「労働費（人口）」「地域振興費（人口）」「包括算定経費（人口）」 

   【市町村分】 

    「小・中学校費（学校数）」「高等学校費（生徒数）」「その他の教育費（人口

および幼稚園の園児数等）」「社会福祉費（人口）」「保健衛生費（人口）」「高

齢者保健福祉費（65歳以上人口）」「清掃費（人口）」「地域振興費（人口）」

「包括算定経費（人口）」 

  

 

(１) 過疎法、離島振興法、沖縄振興特別措置法、奄美群島振興開発特別措置法、小笠原諸島振興

開発特別措置法、山村振興法、半島振興法 

(２) 特別法によって係数の条件が異なり、たとえば過疎法では一部過疎地域の場合は1.1になる

が、沖縄振興特別措置法では一部指定地域でも1.2となる。ただし、後者の場合でも、他の特

別法の指定がある場合は、それぞれ1.2を適用する条件を満たす必要がある。 
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  ◆ 保健所の体制強化 

    政府は新型コロナ感染症対策のための保健所体制の強化をうちだし、感染症対策

業務に従事する保健師を2021年度から２年間で1,800人から2,700人に増員すること

となり、2021年度の地財計画の人員において感染症対応の保健師を450人増員した。

このため交付税算定でも、道府県分の衛生費の単位費用の算定基礎となる標準団体

において、感染症対応業務の保健師を６名、同業務以外の保健師を８名、保健所職

員を２名増員した。 

  ◆ 児童虐待防止対策の体制強化 

    2018年12月に「児童虐待防止対策体制総合強化プラン」が策定され、2019年度か

ら2022年度にわたり、児童福祉司の配置基準を見直したうえで人員を3,240人から

5,260人（2,020人程度増）へ拡充する目標が設定された。 

    これを受けて地財計画においても2019年度より計画人員において増員が図られ、

交付税の算定でも、道府県分の社会福祉費の単位費用の基礎となる標準団体におい

て、児童福祉司を増員している。2021年度はすでに同プランの目標が１年前倒しで

達成される見込みであることから、標準団体の児童福祉司を53人から70人（＋17

名）、児童心理司を24人から29人（＋５名）へ増員した。 

 

(３) 交付税算定の枠内での見直し 

  ◆ 地方創生関連経費(３)の成果指標へのシフトと指標の見直し 

    2015年度より、いわゆる地方創生にかかわる交付税の項目として「地域の元気創

造事業費」（3,900億円 100億円は特別交付税で配分）、「人口減少等特別対策事

業費」（6,000億円）が算定されている。 

    いずれの項目も需要額の算定式は人口を測定単位とし、補正係数では段階補正と

経常態容補正（Ⅰ・Ⅱ）が適用される。地域の元気創造事業費の経常態容補正Ⅰで

は、歳出削減の成果を反映する「行革努力分」、同補正Ⅱでは地域経済活動の成果

を反映する「地域経済活性化分」を複数の指標により係数化し、人口減少等特別対

策事業費の経常態容補正Ⅰでは人口対策などの取組の必要度を反映する「取組の必

要度」、同補正Ⅱでは人口対策の取組の成果を反映する「取組の成果」を同じよう

 

(３) 本稿では地方創生関連の交付税算定の項目である「地域の元気創造事業費」と「人口減少等

特別対策事業費」を合わせて「地方創生関連経費」と呼び、同経費と「地域社会再生事業費」

と「地域デジタル社会推進費」の４項目の総称を「地方創生等臨時的経費」と呼ぶことにする。 
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に係数化している。 

    政府は2017年度より算定の重点を、行革努力分から地域経済活性化分へ、取組の

必要性から取組の成果へとシフトさせており、３年間でそれぞれ1,000億円ずつシ

フトさせた。さらに「まち・ひと・しごと創生総合戦略」の第二期に入り、2019年

６月に閣議決定された「経済財政運営と改革の基本方針2019」を踏まえ、人口減少

等特別対策事業費について、引き続き５年間で取組の成果へと1,000億円シフトす

ることとなり、2021年度は昨年同様200億円分の算定をシフトさせた。 

    その他、政令市・中核市、都市、町村別に成果を比較する方法や条件不利地域に

ついては割増率を加えることなどによる算定の公平化を引き続き行っている。 

    図表２は2020年度以降の算定シフトの状況である。なお参考として2019年度の算

定額を表記した。 

    2020～2021年度の２年間で道府県分が140億円、市町村分が260億円、合計で400

億円シフトしており、残り３年間についても同様のペースでシフトするものとみら

れる。 

    また、成果指標では、2020年度から採用された「県内大学進学者割合」について、

地方の要望を踏まえて「県内大学・短大進学者割合」へと見直された。 

    なお、地方創生関連経費の算定の概要は本稿末尾の資料を参照されたい。 

  ◆ 測定単位の改定 

    今年度は測定単位における2015年から2020年への国勢調査人口（速報値 以下

「国調人口」または「人口」と呼ぶ）の置き換えが、もっとも注目される見直しで

ある。国調人口はすでに2015年度調査より減少に転じ、2020年度も２回連続で減少

している。交付税算定では人口を測定単位とする需要額のウエイトが高く、その置

き換えによる算定への影響は大きい。そのため、算定では数値急減補正を適用する

ことで影響の緩和を図っている。あくまで激変緩和であり、人口減少による算定結 

 

図表２ 人口減少等特別対策事業費の算定シフトの状況 
（億円） 

  (参考）2019年度算定 2020年度算定 2021年度算定 2020～2021年度増減 

  
取組の 
必要度 

取組の成果
取組の 
必要度 

取組の成果
取組の 
必要度 

取組の成果
取組の 
必要度 

取組の成果 

人
口
減
少

等
特
別
対

策
事
業
費

道府県 1,330 670 1,260 740 1,190 810 -140 140 

市町村 2,670 1,330 2,540 1,460 2,410 1,590 -260 260 

合 計 4,000 2,000 3,800 2,200 3,600 2,400 -400 400 

(資料) 総務省「普通交付税の算定方法の改正について」各年度より作成  



 

－ 70 － 

●－自治総研通巻518号 2021年12月号－● 

   果の影響を完全に復元するわけではない。 

    なお、東日本大震災被災市町村については、2015年度以降の国調人口が極端に変

動したことを踏まえ、2016年度以降の算定から、被災前の2010年度の国調人口に住

民基本台帳人口の５年間の動向を反映させたり、人口急減補正に下限を設けたりす

る特例を適用してきた。2021年度の人口の置き換えに際し、津波被災自治体につい

ては、この特例から除外し、人口および小・中学校の児童・生徒数等について５年

間の激変緩和措置を講じる。一方、原発被災自治体（福島県の12市町村）について

は引き続き特例措置を講じる。 

    その他の測定単位では、３年に１回の調査である2020年農林業センサスおよび漁

業センサスの数値に置き換えられるため、産業経済関係の需要項目で変動要因となる。 

    教育費関連は学校基本調査の数値、道路橋りょう費等の土木関連は自治体の台帳

を用いるため、毎年度置き換えられる。 

  ◆ トップランナー方式の段階的適用の完了 

    トップランナー方式(４)とは、需要額で算定されている学校用務員事務や本庁舎

夜間警備等の23業務について、民間委託等の業務改革が進んでいる自治体の経費水

準を単位費用に反映させる考え方である。2016年度16業務（学校用務員事務、庁舎

維持管理、道路維持補修・清掃等）、2017年度２業務（青少年教育施設管理、公立

大学運営）を対象として段階的に単位費用の見直しが図られてきた。2016年度の16

業務については、2020年度に適用を完了しており、2021年度は残り２業務も完了し

た。これにより、現時点でトップランナー方式にもとづく算定はすべて完了した。 

    ただし、23業務中、導入が見送られている窓口業務（地方独立行政法人化等）に

ついては、対象から除外されておらず、引き続きその動向が見守られる。 

  ◆ 特別交付税から普通交付税への移行 

    特別交付税は普通交付税では捕捉されない特別な財政需要や普通交付税算定の後

に生じた特別な財政需要などを踏まえて交付されるもので、普通交付税の補完的役

割をもっている。特別交付税の算定対象となる経費のなかには、一定期間を経るな

かで、その性格が一定の普遍性を帯びた場合、普通交付税に移行する場合がある。

2021年度は図表３の通りで精神病床に対する運営助成に係る経費、中山間地域等直

接支払における地方負担に係る経費の一部の２項目である。  

 

(４) 直近の総務省の資料ではトップランナーではなく「業務改革の取組等の成果の反映」と書か

れている。 
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図表３ 特別交付税から普通交付税へ移行した項目 
 

項  目 算定項目 

精神病床に対する運営助成に係る経費 衛生費 

中山間地域等直接支払における地方負担に係る経費の一部 農業行政費（道府県分） 

(資料) 「地方財政」2021年９月号199ページ 

 

 

 

 2. 2021年度普通交付税算定結果の概況 
 

 2021年度の普通交付税算定結果の概況についてみていこう。なお、本稿末尾の普通交付

税大綱に関する資料もあわせて参照されたい。 

 

(１) 交付税総額 

   普通交付税総額は16兆3,921億円（5.1％）と、新型コロナウイルス感染拡大の影響

による財源不足の拡大と交付団体の増加で大幅に伸びた。このうち道府県分は８兆

9,276億円（5.1％）、市町村分は７兆4,645億円（5.2％）である。これほどの伸び率

はリーマンショックにより財源不足が過去最大(５)となった2010年度以来である。 

   また、臨時財政対策債（以下「臨財債」と呼ぶ）の発行額も２年連続で増加し、５

兆4,796億円（74.5％）、このうち道府県分は３兆2,420億円（88.4％）、市町村分は

２兆2,376億円（57.7％）といずれも大幅に増加している。 

   普通交付税と臨財債を合わせた実質額で見ると、総額は21兆8,718億円（16.6％）、

このうち道府県分は12兆1,697億円（19.1％）、市町村分は９兆7,021億円（13.9％）

と道府県分の伸び率が市町村分を大きく上回っている。このことは、法人関係税の比

重が高い道府県分の財源不足が大きく、これを臨財債で補てんした割合が高いことを

意味する。 

   臨財債は各自治体の発行可能額を基準財政需要額から控除することで、交付税の一

部を振り替えている。したがって、普通交付税と臨財債の合計額が本来交付されるべ

き交付税であり、実際に交付されている額は臨財債分を控除したものである。 

   臨財債の発行可能額の算定は「財源不足基礎方式」を採用しており、財政力が高い

 

(５) 当時の伸び率は6.8％（道府県分5.2％、市町村分8.6％）であった。 
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ほど臨財債への振替率が高くなる。道府県分の2021年度の振替率（臨財債／（普通交

付税＋臨財債））を試算すると平均で26.6％であるのに対し、市町村分では23.7％で

ある。 

   あくまで財政力に応じた客観的算定に基づくものであるが、結果的には市町村への

普通交付税への配分に比重をおくかたちとなっている。 

 

(２) 基準財政需要額（財源不足団体分）の状況 

   需要額は、道府県分が19兆1,761億円（▲5.0％）、市町村分が23兆38億円（▲

0.6％）と道府県分の減少率が市町村分を大きく上回っている。これを臨財債控除前

の需要額で見ると道府県分が22兆4,181億円（2.3％）、市町村分が25兆2,413億円

（2.7％）と実質的には需要額は前年度を上回っており、社会保障関係費、地域デジ

タル社会推進費、臨財債償還費などの需要額の伸びが主な要因となっている。 

   道府県分の臨財債控除前と控除後の伸び率の差は、前節の臨財債振替率の差を裏付

けており、本来、道府県分の需要額の伸びは市町村と同程度であるが、臨財債への振

替率が大きいため、控除後の額では大きく前年度を下回る結果となっている。 

   一方、減要因については財源対策債償還費があげられる。財源対策債は地方財政対

策として、地財計画における財源不足の補てんとして、公共事業の起債充当率に上乗

せするかたちで発行する建設地方債で、その償還は後年度の需要額算定で100％算入

される。2000年代に入り財源対策債の発行は抑制されており、その結果、後年度の償

還費が減少したとみられる。 

 

(３) 基準財政収入額（財源不足団体分）の状況 

   収入額については、道府県分が10兆2,352億円（▲12.4％）、市町村分が15兆5,234

億円（▲3.4％）と道府県分の減少率が市町村分を大きく上回っている。 

   今年度は新型コロナウイルス感染拡大の影響を織り込んで、もっぱら減要因で占め

られており、道府県分では道府県民税法人税割、法人事業税、特別法人事業譲与税、

道府県民税所得割。市町村分では市町村民税法人税割、市町村民税所得割が減少して

いる。 
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   ただし、今年度の税収見通しは前年度を大きく上回る可能性があり(６)、一部の税

目については次年度以降の交付税算定において、精算(７)により増収分を収入額に加

算するため、自治体によっては、2022年度の算定において、当初見込んでいた交付税

額を結果的に大きく下回る場合がある。 

 

(４) 不交付団体の状況 

   図表４は不交付団体数の推移である。不交付団体は２年連続で減少しているが、今

年度は54団体（東京都、53市町村）と大幅に減少しており、前年度不交付団体であっ

た川崎市も交付団体となっている。 

   東京都は東京都分と大都市分（特別区分）を合算しており、引き続き不交付団体で

あるが、東京都分については2013年度以来の財源不足となり、大都市分の財源超過に

よって、かろうじて不交付団体にとどまった。このほか、和光市（埼玉県）および長

久手市（愛知県）は調整率(８)をかけた結果不交付団体となった自治体で、財政運営

としては厳しい状況にあると推察される。 

   一方、新地町（福島県）と高浜町（福井県）は、今年度、交付団体から不交付団体

へ移行した。これらはいずれも発電所施設整備による固定資産税の増収が主な要因で

ある(９)。 

  

 

(６) 地方行財政調査会の調査結果によれば、今年９月末現在の都道府県税の徴収実績は前年度比

5.3％増である（時事通信社“ｉＪＡＭＰ”11月20日）。 

(７) 個人住民税所得割（分離譲渡所得分）、法人住民税法人税割、利子割、利子割交付金、法人

事業税、法人事業税交付金、特別法人事業譲与税、特別とん譲与税については、実績値が収入

額に対して過大、過小となる場合、翌年度以降３年間で、両者の差額分を加減する。2021年度

の実績が上振れした場合、2022年度以降の収入額に相当額を加算することになるため、その分

だけ普通交付税が圧縮される。 

(８) 交付税算定結果が地方財政計画で事前に確定した普通交付税総額を上回る場合に、両者を一

致させるために、各自治体の需要額に乗じる一定の減額率。通常、小数点下数桁以下（2021年

度は0.00068964）であるため、ほとんど算定結果に影響はないが、需要額と収入額が拮抗する

自治体では不交付団体となる場合がある。 

(９) 日本経済新聞2021年８月３日朝刊参照 
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図表４ 不交付団体数の推移 
 

(資料) 総務省「令和３年度普通交付税大綱」より抜粋 
 
 

 

 3. 項目別の需要額の状況 

 

(１) 概 況 

   次に需要額の増減要因について項目ごとに詳しくみていこう。 

   図表５－１・２は道府県分（東京都除く）と市町村分（交付、不交付団体含む一本

算定総額）の項目別需要額の前年度比較である。前年度の算定結果に比べて、全般的

にマイナスの項目が少ないこと、また、減少幅が小さいことが特徴といえる。個別算

定経費（公債費除く）の合計額では道府県分が5,082億円の増、市町村分が6,688億円 
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図表５－１ 項目別基準財政需要額（道府県分・東京都除く） 

 
         （億円） 

 項  目 測定単位 2020 2021 増減 伸び率 

個 

別 

算 

定 

経 

費
（
公
債
費
除
く)

 

警察費 警察職員数 17,427 17,764 337 1.9％ 

土 

木 

費 

道路橋りょう費 
道路の面積 2,558 2,576 18 0.7％ 

道路の延長 4,924 4,842 -83 -1.7％ 

河川費 河川の延長 810 828 18 2.2％ 

港湾費（港湾） 
係留施設の延長 310 315 4 1.4％ 

外郭施設の延長 368 353 -15 -4.1％ 

港湾費（漁港） 
係留施設の延長 87 87 -0 -0.1％ 

外郭施設の延長 193 186 -6 -3.3％ 

その他の土木費 人口 1,004 1,008 4 0.4％ 

教 

育 

費 

小学校費 教職員数 18,999 18,908 -90 -0.5％ 

中学校費 教職員数 10,927 10,908 -20 -0.2％ 

高等学校費 
教職員数 11,483 11,459 -24 -0.2％ 

生徒数 1,624 1,604 -20 -1.2％ 

特別支援学校費 
教職員数 5,144 5,110 -35 -0.7％ 

学級数 670 669 -2 -0.2％ 

その他の教育費 

人口 3,494 3,576 81 2.3％ 

公立大学等学生数 1,076 1,071 -5 -0.5％ 

私立大学等学生数 4,137 4,099 -38 -0.9％ 

厚
生
労
働
費 

生活保護費 人口 952 943 -8 -0.9％ 

社会福祉費 人口 19,560 21,072 1,513 7.7％ 

衛生費 人口 15,788 16,279 492 3.1％ 

高齢者保健福祉費 
65歳以上人口 16,437 17,419 982 6.0％ 

75歳以上人口 14,628 15,342 714 4.9％ 

労働費 人口 459 461 2 0.5％ 

産
業
経
済
費

農業行政費 農家数 2,855 2,841 -14 -0.5％ 

林野行政費 
公有以外の林野の面積 896 900 4 0.5％ 

公有林野の面積 254 254 -0 -0.2％ 

水産行政費 水産業者数 336 332 -4 -1.1％ 

商工行政費 人口 1,976 2,119 144 7.3％ 

総
務
費 

徴税費 世帯数 2,689 2,715 26 1.0％ 

恩給費 恩給受給権者数 42 36 -6 -14.4％ 

地域振興費 人口 6,775 7,132 357 5.3％ 
地 

方 

創
生
枠 

地域の元気創造事業費 人口 904 907 3 0.4％ 

人口減少等特別対策事業費 人口 1,875 1,873 -2 -0.1％ 

地域社会再生事業費 人口 2,068 2,066 -2 -0.1％ 

地域デジタル社会推進費 人口 756 皆増 

個別算定経費等計（公債費除く）  173,729 178,811 5,082 2.9％ 

公債費  33,142 32,388 -754 -2.3％ 

包括算定経費 人口 8,805 9,570 765 8.7％ 

包括算定経費計 
面積 3,425 3,426 2 0.1％ 

 12,230 12,996 767 6.3％ 

合計（臨財債控除前）  219,101 224,196 5,094 2.3％ 

 臨財債（控除）  17,211 32,420 15,209 88.4％ 

合計（控除後）  201,890 191,775 -10,115 -5.0％ 

(資料) 総務省自治財政局「地方交付税等関係計数資料』より作成 

(注) 網掛けは前年度比減となるもの（図表５－２同じ）  
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図表５－２ 項目別基準財政需要額（市町村分・総額）一本算定 

 
             （億円） 

 項  目 測定単位 2020 2021 増減 伸び率 

個 

別 

算 

定 

経 

費
（
公
債
費
除
く
） 

消防費 人口 16,734 17,162 428 2.6％ 

土 

木 

費 

道路橋りょう費 
道路の面積 5,416 5,427 11 0.2％ 

道路の延長 4,230 4,131 -98 -2.3％ 

港湾費（港湾） 
係留施設の延長 147 149 2 1.5％ 

外郭施設の延長 214 205 -9 -4.2％ 

港湾費（漁港） 
係留施設の延長 85 85 0 0.0％ 
外郭施設の延長 103 100 -3 -3.3％ 

都市計画費 都市計画区域における人口 1,800 1,794 -6 -0.3％ 

公園費 
人口 862 837 -24 -2.8％ 

都市公園の面積 364 366 2 0.6％ 

下水道費 人口 6,613 6,577 -37 -0.6％ 

その他の土木費 人口 2,068 2,056 -12 -0.6％ 

教 

育 

費 

小学校費 

児童数 3,106 3,084 -22 -0.7％ 

学級数 2,927 2,953 26 0.9％ 
学校数 2,026 2,127 101 5.0％ 

中学校費 

生徒数 1,391 1,395 3 0.2％ 

学級数 1,518 1,533 14 0.9％ 
学校数 864 916 52 6.1％ 

高等学校費 
教職員数 822 826 4 0.4％ 

生徒数 138 141 3 2.4％ 

その他の教育費 
人口 17,972 17,939 -33 -0.2％ 

幼稚園の幼児数 1,127 1,025 -102 -9.1％ 

厚
生
費 

生活保護費 市部人口 10,946 11,025 79 0.7％ 

社会福祉費 人口 34,363 35,483 1,120 3.3％ 

保健衛生費 人口 17,346 17,659 313 1.8％ 

高齢者保健福祉費 
65歳以上人口 23,386 24,702 1,316 5.6％ 
75歳以上人口 14,028 14,823 794 5.7％ 

清掃費 人口 8,766 8,975 209 2.4％ 

産 

業 

経
済
費 

農業行政費 農家数 2,352 2,381 29 1.2％ 

林野水産行政費 林業水産業の従業員数 1,255 1,242 -12 -1.0％ 

商工行政費 人口 2,004 2,139 135 6.7％ 

総
務
費 

徴税費 世帯数 2,155 2,185 29 1.4％ 

戸籍住民基本台帳費 
戸籍数 614 610 -4 -0.7％ 
世帯数 1,154 1,169 15 1.3％ 

地域振興費 
人口 14,569 15,527 958 6.6％ 
面積 1,010 1,002 -7 -0.7％ 

地域の元気創造事業費 人口 2,702 2,920 219 8.1％ 

人口減少等特別対策事業費 人口 3,998 3,995 -3 -0.1％ 

地域社会再生事業費 人口 2,096 2,096 0 0.0％ 

地域デジタル社会推進費 人口 1,200 皆増 

個別算定経費等計（公債費除く） 213,271 219,959 6,688 3.1％ 

公債費 33,291 33,243 -48 -0.1％ 

包括算定経費 （人口） 20,958 22,111 1,152 5.5％ 

包括算定経費 （面積） 2,972 3,017 45 1.5％ 

包括算定経費計 23,930 25,128 1,198 5.0％ 

合計（臨財債控除前） 270,492 278,329 7,837 2.9％ 

 臨財債（控除） 14,529 22,403 7,873 54.2％ 

合計（控除後） 255,963 255,927 -36 0.0％ 

(資料) 同上  
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  の増となる。 

   個別算定経費の内訳を見ると、道府県分の教育費（小・中学校費、高等学校費、特

別支援学校費、その他の教育費）では、例年通り前年度を下回る項目が多くみられる。

これは単位費用の減少に加え、毎年度の学校基本調査にもとづく児童数や学生数等の

測定単位の減少も一部影響している。 

   一方、市町村分は道府県分に比べて減少項目が少ない。このうち「その他の教育費」

の幼稚園の幼児数を測定単位とする需要額の減少が比較的大きいが、これは測定単位

が前年度に比べ大幅に下回ったためとみられる。 

   需要額全体のマイナス要因として最も大きいのは公債費で、財源対策債償還費の減

少などが影響している。 

   増加項目では道府県分、市町村分とも社会保障関係費（厚生労働費、厚生費）が大

幅に伸びており、子育てや高齢者介護などの経費増加が要因である。 

   このほか、道府県分では警察費や地域振興費などの増加が大きい。警察費について

は会計年度任用職員の期末手当の平年度化を含む警察管理費の増加によるもので、地

域振興費は同様に会計年度任用職員の経費や地方創生関連経費の拡充、数値急減補正

の改定などによる。 

   市町村分では消防費、地域振興費（人口）、地域の元気創造事業費などの増加が大

きい。消防費は常備消防費の給与費、装備関係経費の引き上げおよび救急業務費の消

防吏員の増員などによる単位費用の引き上げ、また、地域振興費は道府県分と同様の

理由である。地域の元気創造事業費については総額および道府県分、市町村分の配分

が一定であり、増加の要因は不明である。 

   包括算定経費は昨年度、人口を測定単位とする算定で道府県分、市町村分とも前年

度を久々に上回ったが、今年度は人口、面積のいずれにおいても増加した。両者が前

年度を上回ったのは道府県分では2010年度、市町村分では2011年度以来となる。 

 

(２) 公債費等の状況 

   地方債の元利償還費の交付税算入状況を内訳の推移でみてみよう。 

   図表６－１・２は、2010年度以降の公債費の内訳と事業費補正の需要額加算分（以

下「公債費等」と呼ぶ）の推移を表したものである。 

   公債費等の総額で見ると道府県分は2018年度、市町村分は2014年度をピークに減少

傾向にあり、今年度も引き続き前年度を下回っている。 
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図表６－１ 主な需要額公債費の推移（道府県分・東京都除く） 

(資料) 前掲「計数資料」より作成 

 

図表６－２ 主な需要額公債費の推移（市町村分・総額 ＊事業費補正含む） 

(資料) 同上 

 

   道府県分については財源対策債償還費の減少が昨年に増して大きくなっており、臨

財債の増加を相殺する効果をもたらしている。 
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   一方、市町村分については減少幅が小さいものの、やはり財源対策債償還費が減少

しており、そのほかでは減税補てん債、公害防止事業債の各償還費が前年度を下回っ

ている。臨財債については増加傾向ではあるが、道府県分に比べて増加率は小さく、

過去の発行可能額の違いが表れている。合併特例債償還費も微増傾向が続いており、

東日本大震災などによる起債延長などで発行可能額を満額活用する自治体が増えた結

果とみられる。 

   このほか、補正係数で公債費を算定する事業費補正分も2012年度をピークに減少傾

向にあり、2021年度も道府県分、市町村分とも前年度を下回っている。これにより同

補正が含まれる需要額項目の減少要因となっている。毎年度の事業費補正による交付

税措置は抑制されており、今後もこの傾向が続くものとみられる。 

 

(３) 包括算定経費の状況 

  ◆ 算定結果の詳細 

    包括算定経費は道府県分、市町村分ともに人口と面積を測定単位として算定され、

前者は人口規模が小さい自治体の需要額を割り増す段階補正、後者は土地の利用形

態に応じて補正する種別補正が適用される。 

    算定される経費の内容は企画費、総務費などの経常経費と建設事業費が中心であ

り、面積を測定単位とするものは、ほぼ建設事業費である。 

    単位費用の算定基礎となる標準団体における経費は、全額一般財源を充当するも

のとして百万円単位で積算され（他の項目は千円単位）、この総額を標準団体の測

定単位（道府県分：人口170万人、面積6,500㎞2、市町村分：人口10万人、面積210

㎞2）で割ったものが単位費用となる。単一の補正係数であるため、単位費用の増

減が需要額の算定結果に直接表れる。 

    ここ数年は単位費用の引き下げにより、人口、面積を測定単位とするいずれの項

目も減少傾向が続いてきたが、2020年度以降、人口を測定単位とする算定で増加に

転じており、面積を測定単位とする算定でも今年度は前年度を上回った。 

    図表７－１・２は2007年度以降の人口を測定単位とする包括算定経費について、

道府県分、市町村分それぞれの標準団体の経費を表したものである。 

    まず、道府県分は、2021年度の総額は166億1,500万円（6.8％）と前年度の0.9％

を大きく上回る伸び率となった。大項目別の内訳を見ると総務費や建設事業費を中

心に多くの項目で前年度を上回っている。 
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図表７－１ 包括算定経費（市町村・人口）の単位費用算定基礎の推移 

(資料) 地方財務協会『地方交付税制度解説（単位費用編）』により作成 

 

図表７－２ 包括算定経費（市町村・人口）の標準団体経費の推移 

(資料) 同上 
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    総務費の内訳では「総務費」「人事管理費」「財政管理等費」「財産管理費」

「総合事務所費」「その他経費」で前年度を上回っている。このうち「総務費」で

は会計年度任用職員の期末手当等の１億9,300万円が反映されている。また「その

他経費」は前年度の５億2,600万円から11億1,300万円へと２倍以上加算されている。

建設事業費の内訳では「特別支援学校校舎等の改修事業費」「農業振興費」「都市

計画事業費」「海岸保全施設費」「社会福祉・老人福祉施設費」「その他の建設事

業費」で前年度を上回っており、特に「その他の建設事業費」は前年度の32億

8,000万円から35億3,800万円と最も高い伸び幅となった。 

    一方、市町村分の総額も18億9,600万円（6.8％）と前年度（3.7％）を上回る高

い伸びとなっており、大項目別の内訳でも総務費や建設事業費など前年度を上回る

項目が多くみられる。 

    総務費の内訳では「総務費」「財産管理費」「その他経費」で前年度を上回って

おり、「総務費」では会計年度任用職員の期末手当等8,600万円が反映されている。

また「その他経費」は前年度の6,100万円から9,900万円と大幅に伸びている。建設

事業費については全般に伸び幅自体は小さく、最高額は「幼稚園・社会教育施設等

建設費」の500万円である。 

    今年度は面積を測定単位とする算定においても道府県分、市町村分を通じて前年

度を上回った。特に道府県分では新たに「農山漁村地域活性化事業費」が算入され

たことや「その他の建設事業費」が大幅に加算されたことにより、前年度の67億

5,300万円から68億8,100万円へと増加している。 

    包括算定経費の増加要因については、これまで述べてきたように、具体的な事項

がある程度確認できる。ただし、それ以外に「その他経費」「その他の建設事業費」

（以下「その他関連」と呼ぶ）などが大幅に増加しており、その理由は関係資料(10)

では言及されていない。 

  ◆ 包括算定経費（その他関連経費）と留保財源の相関性の検証 

    包括算定経費の「その他関連」の変動要因を探るため、留保財源（標準的税収見

通しの25％相当）との関係から検証する。 

    小西（2012）によれば、財源保障の対象となる標準的な経費は需要額と留保財源

充当分を加えたものであり、留保財源の増減を需要額の単位費用や補正係数の見直

 

(10) 地方財務協会「地方財政」、ぎょうせい「地方財務」など 



 

－ 82 － 

●－自治総研通巻518号 2021年12月号－● 

しにより吸収すると解説している。すなわち留保財源と需要額の両者の変動は表と

裏の関係にあるということである(11)。したがって、他の条件が一定のもとで自治

体の税収見通しが増加すれば、留保財源が増加するため、需要額で算定する分を削

る必要があり、税収見通しが減少した場合はその逆の算定となる。 

    2021年度の算定は新型コロナウイルス感染拡大による経済の低迷で、交付税算定

において収入額と留保財源も減少したことから、算定の構造上、留保財源の減少が

需要額を増やす要因になったと推定される。こうした調整を需要額のどの項目で

行っているのかは不明であるが、国の制度に則った生活保護費や社会福祉費などの

義務的経費ではなく、算定構造が単純で概算的な包括算定経費で行われていると仮

定すれば、今年度の「その他関連」の経費の大幅な増加は、こうした状況と関係が

あるという仮説が成り立つ。 

    具体的な検証方法は、留保財源の代替数値として収入額を用いて、道府県分、市

町村分の合計額を説明変数とする。つまり、収入額の減少と留保財源の減少は一体

であるため、収入額の動向に注目すればよい。一方、包括算定経費（人口）につい

ては、標準団体事業費に含まれる「その他諸費」「その他建設事業費」の合計額を

非説明変数として、2008年度から2021年度にわたる相関性を見る。収入額の減少＝

留保財源の減少は、他の条件を一定とすれば包括算定経費の「その他関連」項目の

増加となり、収入額の増加はその逆の動きとなることが推定される。 

    図表８は横軸に道府県分、市町村分の収入額の合計、縦軸に包括算定経費の「そ

の他諸費」と「その他建設事業費」の道府県分、市町村分の合計額をとり、2008年

度から2021年度までの動きを図示したものである。 

    近似線で示されるように収入額と包括算定経費には負の関係がみられ、収入額が

高い水準の年度は包括算定経費の「その他関連」は低く算定され、収入額が低い年

度は高く算定されている。決定係数（Ｒ２）は0.7以上となっており、粗い分析で

はあるが相関性が高い結果が得られた。2009年度や2015年度が外れ値となっている

が、2009年度はリーマンショックにともなう地方財政危機対策として歳出特別枠を

計上した年であり、臨時的経費で留保財源の減収を吸収した可能性がある。また

2015年度は地方消費増税の平年度化にともない増収した年度で、増税分は社会保障

充実分として収入額に100％算入したことから、税収が伸びても留保財源が拡大せ 

 

(11) 小西（2012）40ページ 
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図表８ 基準財政収入額と包括算定経費の相関性（2008～2021年度） 

 

(資料) 前掲「計数資料」および「制度解説（単位費用編）」より作成 

 

   ず、包括算定経費の算定水準には影響しなかったと解釈することができる。 

    以上の結果から、2021年度の留保財源の減少が、包括算定経費の「その他関連」

の大幅な増額と関連している可能性を裏付けたといえる。分析はあくまで包括算定

経費の一部に焦点をあてたものであり、包括算定経費自体が留保財源の調整弁とし

ての役割を果たしているという結論にはいたらないが、その一部が、留保財源に対

応する役割を果たし、包括算定経費の単位費用の増減に影響していることが推察さ

れる。 

 

(４) 地方創生等臨時的経費の状況（市町村分） 

   次に地方創生等臨時的経費（人口減少等特別対策事業費、地域の元気創造事業費、

地域社会再生事業費、地域デジタル社会推進費）の市町村団体別（特別区は都区合算

のうち特別区分）の需要額の算定結果をみてみよう。 

   図表９は①地方創生関連経費（地域の元気創造事業費・人口減少等特別対策事業費）

②地域社会再生事業費③地域デジタル社会推進費の算定結果を、団体別の構成比およ 
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図表９ 地方創生等臨時的経費の市町村団体別算定状況 

 

  地方創生関連項目 地域社会再生事業費
地域デジタル 

社会推進費 

 

  地域の元気創造事業費 人口減少等特別対策事業費
2020 2021 2021 

 

  2020 2021 2020 2021  

団 

体 

別 

構 

成 

比 

特別区 0.9％ 1.0％ 3.0％ 3.1％ 1.0％ 1.0％ 2.7％  

政令市 8.2％ 8.3％ 9.6％ 9.5％ 5.3％ 5.5％ 7.6％  

中核市・ 

施行時特例市 
17.4％ 17.6％ 14.2％ 13.8％ 11.7％ 12.0％ 12.2％ 

 

一般市 51.4％ 51.3％ 45.0％ 45.0％ 49.4％ 49.2％ 41.8％  

町村 22.0％ 21.7％ 28.2％ 28.6％ 32.6％ 32.3％ 35.7％ 
2021年度

合  計 

個
別
算
定
経
費

に
占
め
る
割
合

特別区 0.2％ 0.2％ 0.9％ 0.9％ 0.2％ 0.2％ 0.2％ 1.5％ 

政令市 0.4％ 0.5％ 0.7％ 0.7％ 0.2％ 0.2％ 0.2％ 1.5％ 

中核市・ 

施行時特例市 
1.2％ 1.2％ 1.4％ 1.3％ 0.6％ 0.6％ 0.4％ 3.5％ 

一般市 1.7％ 1.8％ 2.2％ 2.1％ 1.3％ 1.2％ 0.6％ 5.7％ 

町村 2.4％ 2.4％ 4.5％ 4.3％ 2.7％ 2.6％ 1.6％ 10.9％ 

(資料) 総務省ホームページ「基準財政需要額及び基準財政収入額の内訳」より作成 

    https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/c-zaisei/kouhu.html 
 

  び個別算定経費（公債費除く）に占める割合でみたものである。 

   比較年度は、①②については2020年度、2021年度。③については2021年度を表記し

ている。 

  ◆ 団体別構成比 

    地方創生関連経費のうち、地域の元気創造事業費では特別区、政令市、中核市・

施行時特例市で前年度を若干上回っており、他では下回っている。同経費では段階

補正と行革指標と地域活性化指標にもとづく経常態容補正が適用されており、段階

補正における人口の置き換えや経常態容補正における成果指標の更新などの影響が

表れた可能性がある。 

    人口減少等特別対策事業費では特別区、町村で前年度を上回っており、一般市が

同水準、他では下回っている。同経費については第１章で述べたように地方創生の

取組の必要性から取組の成果へのシフト過程にあるが、地域の元気創造事業費と同

様に人口の置き換えや経常態容補正における成果指標の更新の影響が大きい。いず

れにしても、算定のシフトは2020年度から５年間にわたるため、中期的な観察が必

要である。 

    ２年目を迎える地域社会再生事業費では、特別区が同水準、政令市、中核市・施

行時特例市が前年度を上回っており、他では前年度を下回っている。同経費も段階
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補正と経常態容補正を適用するが、段階補正の係数は前年度と同じ算定内容である

ため、もっぱら人口の置き換えによる係数の変化が需要額に影響を与えている。一

方、経常態容補正では、人口減少率、年少人口比率、高齢者人口比率、生産年齢人

口減少率、非人口集中地区人口比率の指標が用いられるが、このうち人口減少率の

み人口の置き換えの影響が生じる。自治体の人口変化の動向が段階補正と経常態容

補正を通じて、団体別の算定結果に表れたとみられる。 

    今年度新設された地域デジタル社会推進費は、自治体全体の構成割合で見ると町

村が35.7％と地方創生関連経費や地域社会再生事業費に比べて高くなっており、逆

に一般市は他の項目に比べて最も低くなっている。これについても段階補正と経常

態容補正が適用され、後者については地域住民や地域企業に関する指標に加え、過

疎法等の条件不利地域の割増係数がかかるため、比較的町村などの補正係数が高く

なることから、町村の構成比が他の項目に比べて高くなったものと推察される。 

  ◆ 対個別算定経費割合 

    個別算定経費に占める各臨時的経費の割合は、いずれも規模が小さくなるにつれ

て高くなっており、新たな地域デジタル社会推進費についても同様の傾向がみられ

る。４項目の合計で見ると特別区および政令市が1.5％、中核市・施行時特例市が

3.5％、一般市が5.7％、町村が10.9％となり、一般市と町村については、リーマン

ショック対策による歳出特別枠と地方創生関連経費が重なった2015年度の割合(12)

を超えて最も高くなっており、条件不利地域を中心に臨時的経費への依存度がます

ます高まる結果となった。 

 

 

 4. 需要額の算定基礎の分析 

 

 続いて需要額の算定基礎となる単位費用、測定単位、補正係数の状況についてみておこ

う。 

 

(１) 単位費用 

   図表10－１・２は公債費を除く項目別の単位費用と単位費用に含まれる給与費の前 

 

(12) 当時は一般市が5.1％、町村が9.9％であった。 
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図表10－１ 道府県分の単位費用の状況（公債費を除く） 

 
   単位費用   

費  目 測定単位 2020 2021 
単位費用

伸 び 率

給与費の

伸 び 率 

単位費用に

占める給与

費 の 割 合 

警  察  費 警察職員数 8,372,000 8,534,000 1.9％ 2.0％ 97.2％ 

土 

木 

費 

道路橋りょう費 
道路の面積 135,000 136,000 0.7％ 1.1％ 10.1％ 

道路の延長 1,953,000 1,958,000 0.3％   

河川費 河川の延長 184,000 187,000 1.6％ 2.1％ 26.6％ 

港湾費（港湾） 
係留施設の延長 28,700 29,000 1.0％ 0.0％ 59.3％ 

外郭施設の延長 5,860 5,640 -3.8％   

港湾費（漁港） 
係留施設の延長 10,200 10,200 0.0％ 0.0％ 63.4％ 

外郭施設の延長 5,430 5,230 -3.7％   

その他の土木費 人口 1,270 1,250 -1.6％ 0.5％ 51.6％ 

教 

育 

費 

小学校費 教職員数 6,056,000 6,040,000 -0.3％ -0.4％ 98.3％ 

中学校費 教職員数 6,124,000 6,089,000 -0.6％ -0.7％ 98.3％ 

高等学校費 
教職員数 6,597,000 6,708,000 1.7％ 1.7％ 98.8％ 

生徒数 57,100 59,500 4.2％ 1.9％ 21.3％ 

特別支援学校費 
教職員数 5,918,000 5,830,000 -1.5％ -1.5％ 98.3％ 

学級数 2,214,000 2,207,000 -0.3％ -0.5％ 32.0％ 

その他の教育費 

人口 3,230 3,360 4.0％ 0.9％ 30.5％ 

公立大学等 

学生数＊１ 
212,000 212,000 0.0％   

私立学校等 

生徒数＊２ 
297,500 301,140 1.2％   

厚
生
労
働
費 

生活保護費 町村部人口 9,260 9,480 2.4％ 3.2％ 15.5％ 

社会福祉費 人口 18,000 19,400 7.8％ 7.3％ 5.0％ 

衛生費 人口 14,900 15,300 2.7％ 5.4％ 12.3％ 

高齢者保健福祉費 
65歳以上人口 55,100 58,300 5.8％ 1.3％ 0.7％ 

75歳以上人口 97,200 100,000 2.9％   

労働費 人口 435 440 1.1％ 1.9％ 73.9％ 

産
業
経
済
費 

農業行政費 農家数 107,000 116,000 8.4％ 8.9％ 67.7％ 

林野行政費 

公有以外の 

林野の面積 
5,260 5,300 0.8％ 0.6％ 42.7％ 

公有林野の面積 15,400 15,400 0.0％ 0.0％ 2.1％ 

水産行政費 水産業者数 335,000 360,000 7.5％ 8.0％ 64.3％ 

商工行政費 人口 1,950 2,070 6.2％ 4.1％ 23.6％ 

総
務
費

徴税費 世帯数 5,930 5,980 0.8％ 1.8％ 30.7％ 

恩給費 恩給受給権者数 884,000 879,000 -0.6％   

地域振興費 人口 535 554 3.6％ 7.7％ 10.1％ 

地域の元気創造事業費 人口 950 950 0.0％   

人口減少等特別対策事業費 人口 1,700 1,700 0.0％   

地域社会再生事業費 人口 1,950 1,950 0.0％   

地域デジタル社会推進費 人口 520 皆増   

包括算定経費 
人口 9,150 9,770 6.8％   

面積 1,111,000 1,132,000 1.9％   

(資料) 前掲「制度解説（単位費用編）」および総務省ホームページ「地方交付税関係資料」より

作成 

(＊１) 「高等専門学校及び大学の学生数」以下同 

(＊２) 「私立の学校の幼児、児童及び生徒の数」以下同  
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図表10－２ 市町村分の単位費用の状況（公債費除く） 

 
  単位費用   

費  目 測定単位 2020 2021 
単位費用

伸 び 率

給与費の

伸 び 率 

単位費用に

占める給与

費 の 割 合 

消  防  費 人口 11,400 11,700 2.6％ 2.3％ 79.4％ 

土 

木 

費 

道路橋りょう費 
道路の面積 71,700 71,700 0.0％ -0.6％ 20.4％ 

道路の延長 190,000 191,000 0.5％   

港湾費（港湾） 
係留施設の延長 27,800 28,200 1.4％ -0.6％ 57.3％ 

外郭施設の延長 5,860 5,640 -3.8％   

港湾費（漁港） 
係留施設の延長 10,200 10,200 0.0％ -0.6％ 61.6％ 

外郭施設の延長 3,830 3,710 -3.1％   

都市計画費 計画区域人口 991 994 0.3％ -0.5％ 72.8％ 

公園費 
人口 536 534 -0.4％ -0.7％ 50.0％ 

都市公園の面積 37,000 37,000 0.0％   

下水道費 人口 97 99 2.1％   

その他の土木費 人口 1,480 1,430 -3.4％ -0.6％ 65.2％ 

教 

育 

費 

小学校費 

児童数 44,600 44,500 -0.2％ 0.0％ 0.0％ 

学級数 893,000 912,000 2.1％ -0.6％ 31.7％ 

学校数 10,244,00
0

10,862,00
0

6.0％ 8.2％ 47.0％ 

中学校費 

生徒数 42,600 42,300 -0.7％ 0.0％ 0.0％ 

学級数 1,101,000 1,129,000 2.5％ -0.6％ 30.8％ 

学校数 9,147,000 9,752,000 6.6％ 6.7％ 41.7％ 

高等学校費 
教職員数 6,550,000 6,641,000 1.4％ 1.4％ 98.8％ 

生徒数 73,300 76,300 4.1％ 4.7％ 18.1％ 

その他の教育費 

人口 5,700 5,740 0.7％ -0.5％ 52.9％ 

幼稚園等就学前 

子ども数＊１ 
662,000 674,000 1.8％   

厚
生
費 

生活保護費 市部人口 9,220 9,430 2.3％ 4.1％ 20.3％ 

社会福祉費 人口 26,500 27,600 4.2％ 2.5％ 5.3％ 

保健衛生費 人口 7,930 8,210 3.5％ 2.3％ 17.5％ 

高齢者保健福祉費 
65歳以上人口 69,300 73,400 5.9％ 0.8％ 10.1％ 

75歳以上人口 84,800 87,400 3.1％   

清掃費 人口 5,070 5,170 2.0％ 1.6％ 20.7％ 
産
業
経
済
費 

農業行政費 農家数 88,000 93,800 6.6％ 10.6％ 54.9％ 

林野水産行政費 林水産業従業者 400,000 401,000 0.3％ -0.6％ 11.8％ 

商工行政費 人口 1,310 1,390 6.1％ 7.6％ 48.7％ 

総
務
費 

徴税費 世帯数 4,220 4,310 2.1％ 1.6％ 67.4％ 

戸籍住民基本台帳費 
戸籍数 1,160 1,160 0.0％ -0.7％ 86.4％ 

世帯数 2,170 2,190 0.9％ -0.3％ 70.2％ 

地域振興費 
人口 1,720 1,770 2.9％ -0.5％ 21.6％ 

面積 1,037,000 1,037,000 0.0％ -0.6％ 22.5％ 

地域の元気創造事業費 人口 2,530 2,530 0.0％   

人口減少等特別対策事業費 人口 3,400 3,400 0.0％   

地域社会再生事業費 人口 1,950 1,950 0.0％   

地域デジタル社会推進費 人口 760 皆増   

包括算定経費 
人口 17,800 19,000 6.7％   

面積 2,244,000 2,279,000 1.6％   

(資料) 同上 

(注) 網掛けは前年度比マイナスとなったもの 

(＊１) 「幼稚園児等の小学校就学前子どもの数」以下同  
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図表11 項目別単位費用の主な増減理由 

 
  主   な   内   容 

道 
 
 

府 
 
 

県 
 
 

分 

警察費（警察職員数） 
①会計年度任用職員制度の平年度化にともなう経費（以下「①経費」と呼ぶ）、手数料

等の見直し 

その他の土木費（人口） 審議会経費の措置額減額（屋外広告物審議会の人員削減） 

小・中学校費（教職員数） 標準団体職員数（教職員）の減員、①経費 

高等学校費（生徒数） ①経費 

特別支援学校費（教職員数） 標準団体職員数（教職員）の増員 

特別支援学校費（学級数） 医療ケア児童に対する支援強化のための指導医設置経費の算入、①経費 

その他の教育費（人口） 標準団体職員配置の見直し（本庁職員の課長および職員Ａ増員、職員Ｂ減員） 

その他の教育費（私立学校等生徒数） 標準団体の行政規模の見直し（私立幼稚園の幼児数の引き下げ） 

生活保護費（町村部人口） 扶助単価等の改定 

社会福祉費（人口） 
「児童虐待防止対策体制総合強化プラン」にもとづく標準団体職員数（児童福祉司等）

の増員および職員配置の見直し、幼児教育無償化のための経費計上、①経費 

衛生費（人口） 標準団体職員数の増員、感染症対応業務保健師の増員、①経費 

高齢者保健福祉費（65歳以上人口） 標準団体職員配置の見直し（職員Ａの増員、職員Ｂの減員） 

労働費（人口） ①経費 

農業行政費（農家数） 
標準団体職員数の減員（うち家畜伝染病予防法の改正にともなう職員数は増員）、農山

漁村地域活性化事業に要する経費の包括算定経費（面積）への移行 

水産行政費（水産業者数） 
標準団体職員数の減員（うち漁業法改正にともなう職員数の増員）、同改正にともなう

海区漁業調整委員会選挙費廃止 

商工行政費（人口） 標準団体職員数の増員、地域企業支援・観光対策の経費等の充実 

徴税費（人口） 軽自動車保有手続きのワンストップサービス事業にともなうシステム改修等経費の算入 

地域振興費（人口） 
①経費、特別交付税で算定されていた「地方創生の推進に要する経費」の一部移行およ

び充実 

包括算定経費（人口） 標準団体職員数の増員、①経費、自治体サイバーセキュリティ対策補助事業費の算入 

包括算定経費（面積） 農山漁村地域活性化事業経費の農業行政費からの移行、国土保全費の拡充 

市 
 
 

町 
 
 

村 
 
 

分 

消防費（人口） 標準団体職員数（消防吏員－救急業務）の増員 

小・中学校費（学級数） 教育情報化関係経費の減額 

小・中学校費（学校数） ①経費 

高等学校費（生徒数） ①経費 

その他の教育費（人口） ①経費 

その他の教育費（幼稚園等就学前子ども数） ①経費 

生活保護費（市部人口） 扶助単価等の改定 

社会福祉費（人口） 幼児教育無償化のための経費の充実、①経費 

保健衛生費（人口） 標準団体職員数の配置見直し（課長増員、職員Ｂ減員）、①経費 

高齢者保健福祉費（65歳以上人口） 標準団体職員数の配置見直し（職員Ａ増員、職員Ｂ減員）、①経費 

清掃費（人口） ①経費 

農業行政費（農家数） 標準団体の規模見直し、職員配置見直し 

商工行政費（人口） 標準団体職員数の増員、観光対策関連経費の拡充 

徴税費（世帯数） 軽自動車保有手続きのワンストップサービス事業にともなうシステム改修等経費の算入 

地域振興費（人口） 関係人口の創出拡大に関する経費の拡充、①経費 

包括算定経費（人口） 標準団体職員数の増員、行政手続きのオンライン化に要する経費の拡充、①経費 

(資料) 『地方財政』2020年５月号および前掲「制度解説（単位費用編）」より作成 

(注) 太字は会計年度任用職員制度の平年度化にともなう経費関連 
 

  年度比較である。また、図表11は単位費用の主な増減理由である。なお、単位費用の

うち給与費には会計年度任用職員の人件費も含まれる。 

   単位費用が前年度を下回った項目数は、道府県分では38項目中８項目（2020年度37

項目中12項目）、市町村分は42項目中６項目（2020年度41項目中11項目）と前年度に

比べて大幅に減少した。 

   今年度は、会計年度任用職員の期末手当等の平年度化にともなう関連項目の単位費

用への加算や社会福祉費（道府県分）の児童福祉司等の増員、衛生費（道府県分）の
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感染症対応業務保健師の増員など、人件費にかかる需要額の充実が中心となっている。 

   会計年度任用職員の経費が反映されているにもかかわらず、単位費用の給与費が減

少している項目は、道府県分では小・中学校費、特別支援学校費（学級数）、市町村

分では小・中学校費（学級数）、その他の教育費（人口）、地域振興費（人口）と

なっている。これらの項目は、会計年度任用職員の職種に関する人件費は上がってい

るが、他の人件費が引き下げられ、単位費用の上昇にいたらなかったものである。 

   なお、会計年度任用職員の経費が追加された項目は図表11を参照されたい。 

  ◆ 道府県分 

    道府県分の減少項目は教育費関連が中心で、小学校費では標準団体の教職員の減

員による。また、中学校費では標準団体の教職員は増員したものの、給料および各

種手当てを含めた給与費が引き下げられた結果、国庫支出金を差し引いた一般財源

の伸びが小幅で、教職員一人当たりに換算した単位費用が減少した。 

    特別支援学校費（教職員数）についても標準団体の教職員は増員したものの、一

般財源ベースでは減少したため単位費用が減少した。また、同項目の学級数を測定

単位とするものについては職員の給与費および就学奨励費の減少による。 

    その他、土木費のうち港湾費（港湾・漁港外郭－施設の延長）については岸壁、

防波堤等港湾施設建設改良事業費（元利償還金など）の減少、その他の土木費（人

口）については住宅土地対策費（公営住宅家賃対策事業の委託料等）の引き下げな

どによる。 

    一方、伸び率の高い項目を見ておくと、社会福祉費（人口）については、標準団

体の民生委員・児童委員および福祉関係職員の増員、その他（旅費、研修テキスト

等）、婦人相談所費の充実など各種費目で経費が増加している。 

    高齢者保健福祉費（65歳以上人口）については、職員の配置見直しによる人件費

の増加、高齢者虐待防止事業や生きがい対策等の高齢者福祉費の拡充、高齢者施設

福祉事業費および介護保険費の増額などによる。 

    農業行政費（農家数）は標準団体の農家戸数が50,000戸から45,000戸に引き下げ 
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   られたことによる、計算上の単位費用の上昇が主な要因である(13)。また、水産行

政費（水産業者数）についても標準団体の水産業者数が2,000人から1,800人へと同

様の見直しが行われた。 

  ◆ 市町村分 

    市町村分の減少項目は、土木費、教育費にみられる。なお、その他の一連の給与

費の減少については、主に期末手当の引き下げによるものである。 

    土木費のうち港湾費（港湾・漁港）については、道府県分と同様に岸壁、防波堤

等港湾施設建設改良事業費の減少、公園費（人口）については給与費の引き下げ、

その他の土木費については給与費と住宅土地対策費（公営住宅家賃対策事業の委託

料等）の引き下げによるものである。 

    教育費の小・中学校（児童数・生徒数）の減少率はわずかであるが、学校安全対

策経費および準要保護生徒関係経費の引き下げによるものである。 

    一方、伸び率の高い項目について見ておくと、教育費の小・中学校費（学校数）

は、会計年度任用職員の職種に該当する特別支援教育支援員および学校司書の報酬

引き上げ、教育情報化関係経費の充実などである。 

    高齢者保健福祉費（65歳以上人口）は道府県分と同様である。 

    農業行政費（農家数）は標準団体の農家戸数が3,000戸から2,500戸に引き下げら

れたことによる、計算上の単位費用の上昇が主な要因である。 

    商工行政費（人口）は標準団体の職員の増員および地域産業振興費や観光及び物

産振興費の充実などによる。 

  ◆ 単位費用における人件費の状況 

    需要額の単位費用では標準団体における職員数とその構成を項目ごとに設定し、

これに給与の統一単価を乗じて人件費（給与費）を算定している。職員数の構成は

部・課長、職員Ａ（経験年数の長い給与費の高い職員）、職員Ｂ（経験年数の浅い

給与費の低い職員）の４つの区分からなる。 

 

 

(13) 単位費用は、標準団体（道府県分170万人、市町村分10万人）における事業費総額から国庫

支出金などの特定財源を控除して、一般財源充当経費を算出し、これを標準団体の測定単位で

除して求める。たとえば道府県分の農業行政費では、2020年度の一般財源充当経費が

5,345,344千円で、標準団体の農家数が50,000戸であったため、単位費用は107,000円となった。

2021年度は一般財源充当経費が5,212,105千円で、標準団体の農家数が45,000戸に引き下げら

れたため、単位費用は116,000円に上昇した。 
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    図表12は一般職員分の職員給与単価の状況である。道府県分、市町村分ともに期

末勤勉手当が大幅に引き下げられており、その他では市町村分の退職手当分も減少

している。一方、道府県分の本俸は引き上げられているため、最終的な給与単価

ベースではほとんど影響はないが、市町村では単価の引き下げになっている。 

 

図表12 職員の給与費単価（一般職員分） 

（円） 

   本  俸 扶養手当

管理職手当

又は 

時間外手当

管理職特別

勤 務 手 当 

期末勤勉

手  当
退職手当 基金負担金

共済組合

負 担 金
通勤手当 住居手当 合  計 

給与単価 

（千円） 

2020 

道府県分 

部長職 5,073,600 111,340 1,250,400 15,000 2,794,300 682,910 10,280 1,974,260 138,740 46,740 12,097,570 12,100 

課長職 4,540,800 111,340 872,400 12,800 1,995,530 611,190 8,410 1,670,430 138,740 46,740 10,008,380 10,010 

職員Ａ 4,011,600 111,340 280,810  1,767,820 539,960 6,930 1,476,710 138,740 46,740 8,380,650 8,380 

職員Ｂ 2,602,800 111,340 182,200  1,015,540 350,340 4,470 933,090 138,740 46,740 5,385,260 5,390 

市町村分 

部長職 4,677,600 102,900 986,400 12,800 2,051,230 769,000 9,830 1,669,980 67,180 32,750 10,379,670 10,380 

課長職 4,268,400 102,900 747,600 10,500 1,795,300 701,730 8,710 1,509,970 67,180 32,750 9,245,040 9,250 

職員Ａ 3,930,000 102,900 275,100  1,729,550 646,090 7,610 1,406,070 67,180 32,750 8,197,250 8,200 

職員Ｂ 2,548,800 102,900 178,420  992,180 419,020 4,860 890,610 67,180 32,750 5,236,720 5,240 

2021 

道府県分 

部長職 5,091,600 111,340 1,250,400 15,000 2,772,840 683,800 10,280 1,971,900 138,320 47,470 12,092,950 12,090 

課長職 4,558,800 111,340 872,400 12,800 1,980,960 612,250 8,420 1,669,940 138,320 47,470 10,012,700 10,010 

職員Ａ 4,026,000 111,340 281,820  1,754,260 540,690 6,930 1,475,720 138,320 47,470 8,382,550 8,380 

職員Ｂ 2,612,400 111,340 182,870  1,007,780 350,850 4,470 932,770 138,320 47,470 5,388,270 5,390 

市町村分 

部長職 4,675,200 102,900 986,400 12,800 2,027,370 738,210 9,800 1,671,080 66,970 33,250 10,323,980 10,320 

課長職 4,268,400 102,900 747,600 10,500 1,775,310 673,980 8,690 1,511,960 66,970 33,250 9,199,560 9,200 

職員Ａ 3,930,000 102,900 275,100  1,710,290 620,550 7,590 1,407,680 66,970 33,250 8,154,330 8,150 

職員Ｂ 2,548,800 102,900 178,420  981,130 402,460 4,850 892,020 66,970 33,250 5,210,800 5,210 

増減 

道府県分 

部長職 18,000 0 0 0 -21,460 890 0 -2,360 -420 730 -4,620 -10 

課長職 18,000 0 0 0 -14,570 1,060 10 -490 -420 730 4,320 0 

職員Ａ 14,400 0 1,010 0 -13,560 730 0 -990 -420 730 1,900 0 

職員Ｂ 9,600 0 670 0 -7,760 510 0 -320 -420 730 3,010 0 

市町村分 

部長職 -2,400 0 0 0 -23,860 -30,790 -30 1,100 -210 500 -55,690 -60 

課長職 0 0 0 0 -19,990 -27,750 -20 1,990 -210 500 -45,480 -50 

職員Ａ 0 0 0 0 -19,260 -25,540 -20 1,610 -210 500 -42,920 -50 

職員Ｂ 0 0 0 0 -11,050 -16,560 -10 1,410 -210 500 -25,920 -30 

(資料) 同上 

 

(２) 測定単位の状況 

   今年度は、国調人口の2020年速報値への置き換え、農林水産業関連の経済センサス

の改定、毎年度の土木費関連の各種台帳の改定や教育費における学校基本調査の結果

などが加わり、交付税算定全般に測定単位の影響が大きい年度となった。ただし、人

口および経済センサスの数値の変動に対しては激変緩和措置として数値急減補正で対

応しており、人口については地域振興費で一括補正し、復元率をかけて段階的に置き

換え後の人口の算定に戻していく。経済センサスについては産業経済費の各項目で補

正している。 

   このほか、高齢者保健福祉費の測定単位となっている高齢者人口（65歳以上・75歳

以上）については、それぞれ数値急増補正が適用される。 

   道府県分（東京都除く）および市町村分の測定単位の前年度比の状況を見ると、毎

年度変動する教育費関連の教員数、児童・生徒数、学生数などで減少がみられるが、
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人口を測定単位とする項目が少ないため、比較的測定単位の置き換えの影響は少ない。 

   一方、人口を測定単位とする項目が多い市町村では、政令市・特別区分の人口が増

加し、中核市・施行時特例市以下の自治体では減少している。市町村分の需要額のう

ち、人口（高齢者人口含む）を測定単位とする需要額が占める割合は約９割に上るた

め、その変動の影響は大きい。人口急減補正を一括して算定している地域振興費では、

2000年度、2010年度、2015年度、2020年度の国調人口を用いて、複数の段階補正を重

ねた複雑な算式をもって補正係数を算出している。 

   そのほか、教育費に関連する児童数や生徒数、産業経済費に関連する農家数、総務

費に関わる戸籍数なども減少しており、特に一般市や町村では減少傾向にある測定単

位が多くみられる。 

 

(３) 補正係数の分析 

  ◆ 補正率の動向 

    地方交付税法では、需要額の項目ごとに適用すべき補正係数の種類を規定してお

り、項目ごとに複数の補正係数を連乗加算して最終補正係数を算出し、この係数で

測定単位を補正して単位費用と掛け合わせる。したがって、補正前の測定単位に単

位費用をかけた需要額と補正後の需要額を比較すると、補正係数により需要額がど

れだけ割り増しされたかがわかる。本稿ではこの割増率を「補正率」と呼ぶことと

する。 

    2021年度の補正率の試算結果では道府県分が1.03倍（前年度1.03倍 以下前年度

比較）、市が1.22倍（1.21倍）、町村が1.66倍（1.60倍）と、市と町村のいずれも

前年度を上回り、特に町村では0.06ポイントも上昇している。要因としては地域デ

ジタル社会推進費の算入、人口急減補正の適用、高齢者人口の置き換えにともなう

人口急増補正の適用、段階補正全般の係数の引き上げなどがあげられる。 

  ◆ 補正係数の動向（加算項目のみ） 

    需要項目ごとの補正係数は、段階補正や態容補正など複数の補正係数を、連乗加

算（加算あるいは掛け合わせる）して最終補正係数を算出し、これに測定単位をか

けて補正後の測定単位を算出し、単位費用と掛け合わせて需要額を導出する。個別

の補正係数による需要額の割増効果は、加算分についてのみ資料において把握する

ことができる。そこで市町村分の補正係数の効果を加算分についてみてみよう。 

    図表13は各種補正係数による需要額の加算額の推移を表したものである。 



 

－ 93 － 

●－自治総研通巻518号 2021年12月号－● 

    2021年度は数値急増補正、数値急減補正、隔遠地補正、投資補正で上昇傾向がみ

られる。このうち投資補正については2021年度の関連資料の掲載の都合(14)によるも 

 

図表13 補正係数（加算項目のみ）による需要加算額 

 

(資料) 前掲「計数資料」より作成 

 

(14) 従来「計数資料」では投資補正の対象項目として下水道費とその他の教育費が掲載されてい

たが、2021年度は、これらに地域振興費（人口および面積）の加算額が追加された。地域振興

費の投資補正は、従来から最終補正係数の計算において加算される項目であったが、計数資料

ではこれまでデータが記載されておらず、2021年度に追加されたため、今回分析に追加した。 
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   ので、実際に投資補正が引き上げられたものか不明である。その他については人口

減少、高齢者人口の増加などによる激変緩和が補正係数の加算額に表れた。 

    一方、起債の元利償還費を算定する事業費補正は、公共事業の抑制や2000年代の

事業費補正の見直しなどにより減少傾向が続いている。また、密度補正については、

2015年度の子ども子育て支援新制度の導入や2020年度に幼保無償化の算定で適用が

追加されたものの２年連続で減少傾向となった。 

    態容補正は2017年度に都道府県から政令市へ県費負担教職員の人事権が移行され

たことにより急増し、今年度もほぼ横ばいで推移している。 

  ◆ 段階補正の上限値の状況 

    人口規模に比例した行政コストのスケールメリットを反映する段階補正は、小規

模自治体ほど割高なコストになるため、割増補正がかかるようになっている。ただ

し、項目によって割り増しの上限値が設定されており、段階補正の動向を知る目安

となる。 

    図表14は市町村分の段階補正が適用されている項目の上限値を2012年度以降みた

ものである。網掛けは前年度を上回ったものであり、過去10年間を振り返ると増減

があいまってきた経過がみられる。ところが2021年度は多くの項目で前年度を上

回っており、人口の置き換えにともなう小規模自治体の需要額の減少傾向を緩和す

る効果を高めている。なお、2015年度国調人口に置き換えられた2016年度と比較し

ても、今年度は明らかに上限値を引き上げた項目が多いことがわかる。 
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図表14 市町村分の段階補正の上限値 
 

 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 

消防費（人口） 2.065 2.105 2.100 2.095 2.110 2.120 2.120 2.105 2.115 2.735 

その他の土木費（人口） 1.650 1.630 1.845 1.925 1.935 1.880 1.940 2.005 2.045 2.990 

その他の教育費（人口） 2.160 2.150 2.250 2.210 2.205 2.190 2.210 2.205 2.130 2.145 

社会福祉費（人口） 1.565 1.540 1.540 1.350 1.330 1.325 1.325 1.420 1.395 1.395 

保健衛生費（人口） 3.115 2.990 2.960 2.865 2.875 2.860 2.895 2.880 2.900 2.960 

高齢者保健福祉費（65歳以上人口） 1.796 1.758 1.744 1.734 1.702 1.651 1.718 1.685 1.657 1.635 

農業行政費（農家数） 2.383 2.383 2.383 2.383 2.383 2.383 2.383 2.383 2.383 2.860 

商工行政費（人口） 2.427 2.420 2.645 2.660 2.740 2.830 2.715 2.710 2.705 3.565 

徴税費（人口） 3.180 3.280 3.500 3.540 3.600 3.670 3.660 3.750 3.810 4.380 

戸籍住民基本台帳費（戸籍数） 1.470 1.490 1.519 1.591 1.578 1.551 1.508 1.508 1.521 1.599 

戸籍住民基本台帳費（世帯数） 2.260 2.380 2.440 2.420 2.380 2.440 2.440 3.470 3.470 3.630 

地域の元気創造費（人口） 15.000 15.000 15.000 15.000 15.000 15.000 15.000 15.000 

人口減少等特別対策事業費（人口） 15.000 15.000 15.000 15.000 15.000 15.000 15.000 

地域社会再生事業費（人口）  10.000 10.000 

包括算定経費（人口） 15.000 15.000 15.000 15.000 15.000 15.000 15.000 15.000 15.000 15.000 

(資料) 市町村の普通交付税算出資料より作成（かっこ内は測定単位） 

(注) このほか生活保護費、地域振興費（人口）、地域デジタル社会事業費は上限なし 

 

 

 5. 算定結果の分析 ― 都道府県別・市町村団体別 

 

(１) 都道府県の需要額の状況 

   つぎに道府県分の需要額の算定結果を都道府県別にみてみよう。 

   図表15は臨財債控除前の需要額総額の伸び率と項目別の伸び率を都道府県別に表し

たものである。図の見方はグラフ中の数値が需要総額の伸び率。棒グラフは需要総額

の伸び率を各項目が何％ポイント（以下「％pt」と表記）押し上げた（あるいは押し

下げた）のかを表したもので、各項目の伸び率を合計すると需要総額の伸び率になり、

いわゆる項目別の寄与度を意味する。なお、東京都の数値は都区合算のうち、東京都

分のみである。 

   東京都を除く需要額（臨財債控除前）の伸び率は2.3％で、昨年の1.8％を上回って

おり、大項目別の寄与度では個別算定経費が2.0％pt（前年度1.2％pt）、地方創生等

臨時的経費が0.3％pt（1.0％pt）、公債費が▲0.3％pt（▲0.4％pt）、包括算定経費

が0.3％pt（0.02％pt）と、個別算定経費と包括算定経費が伸びたことと、マイナス

要因となる公債費が若干減少したことが寄与している。 
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   需要額の全般的な状況を見ると、昨年度に引き続きすべての都道府県でプラスの伸

びとなっており、伸び率でも前年度を上回っている団体が多い。昨年度は地域社会再

生事業費の新規算定により地方創生等臨時的経費の伸び率の寄与度が高かったが、今

年度は個別算定経費と包括算定経費の伸びが全体を押し上げた。これは、既述のよう

に昨年度に比べて個別算定経費のうち前年度を上回る項目が多かったことが要因であ

る。昨年度寄与した臨時的項目では、地域デジタル社会推進費が新たに算入されたも

のの、総額は地域社会再生事業費の半額であり、しかも道府県分の算定割合が市町村

より低いことにより寄与度は低い。 

   最も高い伸び率は神奈川県の3.8％、次いで埼玉県の3.6％、千葉県および福岡県の

3.4％などとなり、都道府県のうち35団体が前年度の伸び率を上回っている。前年度

を下回った高知県や島根県などは、前年度の地方創生等臨時的経費の伸び率が高かっ

たところで、今年度はこの伸びが低かったことが要因となっている。 

   大項目別に見ると首都圏（埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県等）やその他大都市

圏（愛知県、京都府、大阪府、福岡県等）を中心に個別算定経費が大きく伸びており、

その他ほとんどの道県でも昨年度を大きく上回る伸びがみられる。こうしたなかで島

根県の個別算定経費は前年度の寄与度0.7％ptから今年度は0.4％ptと低下している。 

 

図表15 都道府県別（道府県分）の需要額（臨財債控除前）の伸び率（2021年度） 

(資料) 前掲「基準財政需要額及び基準財政収入額の内訳」より作成 
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  この原因は特別支援学校費、その他の教育費（私立学校等生徒数）などの教育費を中

心に、減少項目が多いことが影響している。 

   今年度は、地方創生等臨時的経費の寄与度が低いことはすでに述べた通りであるが、

青森県、岩手県、鳥取県、島根県、高知県などでは個別算定経費並みの寄与度となっ

ており、引き続き条件不利地域の交付税配分にとって重要な役割を果たしている。 

   包括算定経費は他の大項目に比べて寄与度は低いものの、福井県、山梨県、鳥取県、

徳島県、佐賀県で最も高い0.6％ptの押し上げ効果をもたらしている。 

   公債費はおおむねマイナスに寄与しているが、財源対策債が大幅に減少するなかで、

公共事業の依存度が比較的高い北海道、東北地域や島根県、鳥取県などの地方圏で、

減少幅が大きくなっている。公債費の減少は自治体間の差が比較的大きいことから、

今後も需要額の変動要因としてその動向が注目される。 

 

(２) 市町村の需要額の状況 

   次に市町村の状況を団体別にみてみよう。分析対象は交付団体と不交付団体を含み、

特別区分は除いた。 

  ◆ 需要額の総額（臨財債控除前） 

    図表16－１は需要額（臨財債控除前）の団体別の伸び率の分布状況を2020年度、

2021年度についてみたものである。図中の数字は各伸び率のカテゴリーに含まれる

自治体数を表している。 

    政令市以外は前年度に比べて低い伸び率の分布が増えており、特に一般市や町村

の伸び率の分布で明確に表れている。主な要因は地方創生等臨時的経費の伸び率の

減少によるもので、昨年度の地域社会再生事業費に比べて、今年度の地域デジタル

社会推進費の金額が小さいこと、および測定単位（人口や児童・生徒数等）の減少

が複合したものとみられる。政令市は約６割が前回の国勢調査から人口を伸ばして

おり、一連の単位費用の増加と測定単位の増加が相まって、高い伸び率に分布した

と推察される。ただし、臨財債控除後で見ると政令市は軒並みマイナス値となるた

め、普通交付税の交付段階では需要額の伸びが実感できない。 

    需要額が前年度を下回る自治体数は、2020年度は７団体（市２ 町村５）であっ 
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図表16－１ 需要額の伸び率の団体別分布（市町村分） 

(資料) 同上（以下 図表16－５まで同様） 

 

   たが、2021年度は16団体（12市 ４町)(15)と増加している。各自治体に共通してい

るのは公債費の大幅な減少である。 

    次に需要額の伸び率において、個別算定経費、地方創生等臨時的経費、公債費、

包括算定経費がそれぞれ何％pt寄与したのか、団体別の分布状況を図表16－２以降

でみていこう。 

  ◆ 個別算定経費 

    まず、需要額の７割を占める個別算定経費（地方創生等臨時的経費・公債費除く）

をみてみよう。 

    政令市と町村では前年度に比べて、高い伸び率の分布が増えている。政令市につ

いては、厚生費、産業経済費、総務費において、すべての自治体が前年度を上回っ

ており、消防費についても９割が同様の状況である。既述のように政令市の６割で

人口が前回の国勢調査を上回っており、測定単位の増加も寄与しているとみられる。 

 

(15) 石巻市・東松島市（宮城県）、山県市（岐阜県）、安城市（愛知県）、松阪市・志摩市（三

重県）、三田市・養父市（兵庫県）、江田島市（広島県）、三好市（徳島県）、西海市（長崎

県）、小林市（宮崎県）、幌延町・むかわ町（北海道）、宝達志水町（石川県）、香美町（兵

庫県） 
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図表16－２ 需要額のうち個別算定経費の伸び率の団体別分布（市町村分） 

 

    町村では消防費、厚生費、総務費で８割以上の自治体が前年度を上回っている。

特に消防費については補正係数の引き上げが寄与しており、段階補正係数の割増率

が大幅に上昇した影響が大きい。 

    中核市・施行時特例市および一般市は、政令市、町村に比べて変化は小さく、土

木費、教育費などで自治体間の増減が拮抗するものが多い。これらの詳細な分析に

はいたらなかったが、人口の置き換えや児童・生徒等の測定単位の変動、公債費の

算入の差などが考えられる。 

  ◆ 地方創生等臨時的経費 

    地域デジタル社会事業費の算入による純増要素があるものの、政令市、中核市・

施行時特例市では0.6％pt以上の高い伸び率がなくなり、0.2％pt以上0.4％pt未満

の分布が増加している。また一般市では全般的に低い伸び率に分布が移った。町村

は、0.6％pt以上0.8％pt未満の分布が若干増えたものの、おおむね前年度と同じ傾

向である。 

    臨時的経費４項目のうち人口減少等特別対策事業費については、政令市、中核

市・施行時特例市、一般市で前年度を下回る（マイナス値となる）自治体が６割以

上を占めており、町村ではこれとは対照的に６割以上が前年度を上回っている。算

定の詳細な分析にはいたっていないが、段階補正の係数は人口10万人未満で前年度 
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図表16－３ 需要額のうち地方創生等臨時的経費の伸び率の団体別分布（市町村分） 

 

   より高い設定となっており、人口が減少する町村において補正係数による下支え効

果が表れているものと推察される。 

  ◆ 公債費 

    政令市では0.0％pt以上の分布が増え、需要額の増加要因となる自治体が増えて

いる。政令市では補正予算債（2009年度以降同意分）や財源対策債、減税補てん債

などの償還費が減額となる一方で、臨財債や全国緊急防災施策等の近年創設された

事業債の償還費が増加しており、これらの増減バランスが各自治体の動向を左右す

る結果となった。 

    中核市・施行時特例市では前年度に比べて、▲0.2％pt未満の分布が増えている。

財源対策債などとともに、減税補てん債や合併特例債の償還費も半数以上の自治体

で減少しており、これらが複合した結果、減少した自治体が増えたものとみられる。

ただし、0.0％pt以上の公債費がプラスに寄与した団体数は増加しており、全国緊

急防災施策等の償還費の増加が影響しているものとみられる。 

    一方、一般市や町村ではあまり変化がみられず、公債費が増加する自治体の分布

が６割以上を占めており、需要額全体を押し上げる要因となっている。 

  ◆ 包括算定経費 

    今年度は人口と面積を測定単位とする各項目において単位費用が引き上げられた 
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図表16－４ 需要額のうち公債費の伸び率の団体別分布（市町村分） 

 

図表16－５ 需要額のうち包括算定経費の伸び率の団体別分布（市町村分） 

 

 

   ため、0.4％pt以上の分布がいずれの団体においても大幅に増加している。特に全

般に前年度を上回る傾向がみられ、段階補正の効果で政令市から町村へと向かうに

したがって、需要額の伸び率が高くなっている。人口を測定単位とする項目では、



 

－ 102 － 

●－自治総研通巻518号 2021年12月号－● 

適用される段階補正の係数が昨年度に比べて人口10万人未満で引き上げられており、

10万人超では逆に引き下げられている。このことから人口の減少が顕著な、小都市

以下の自治体に対する交付税配分の強化が見て取れる。 

 

 

 結 び 
 

 本稿では、今年度の交付税算定の特徴、算定結果の概況および算定基礎の状況、自治体

の算定結果に焦点をあて、解説や分析を行った。その結果から、次のような今年度の特徴

が明らかとなった。 

 

① 臨財債振替分を含む需要額が高い伸びとなった。一方、臨財債の発行額も伸びており、

その振替後では道府県分を中心にマイナス値となるため、各自治体にとっては必ずしも

算定が拡充した実感はない。 

② 需要額の伸びは、社会保障や衛生費等の個別算定経費の増加や地域デジタル社会推進

費の新設など、実質的に需要額を拡充したもののほか、留保財源の減少にともなう需要

額の算定拡大が大きな要因となったとみられる。この点については包括算定経費の一部

の経費（「その他関連」）に関する検証で明らかにした。なお、留保財源関連の需要額

の伸びは、従来の留保財源対応の経費を需要額の算定に移したに過ぎず、各自治体の一

般財源を増やすものではないが、需要額で算定することにより各自治体への交付税の配

分機能を高めたといえる。 

③ 国調人口等の置き換えなど、測定単位の改定による算定の影響が大きい年度であった。 

  特に人口を測定単位とする割合が高い市町村では、数値急減補正により激変緩和を講

じているが、段階的に通常の測定単位に移行していくため、他の条件を一定とすれば交

付税の配分は減少せざるを得ない。しかし、地域の共助機能の低下への対応、公共交通

の維持確保、環境保全、公共施設・社会資本インフラの維持管理など、人口減少にかか

わらず全国的に取り組む施策は多様化しており、既存の算定基準が人口減少社会におけ

る標準的需要をとらえていけるのか疑問である。もちろん、例示した経費のなかには面

積などの外形的な測定単位で算定されているものもあるが、たとえば公共交通関連では、

地方バス路線の運行維持費の一部が、人口を測定単位とする包括算定経費（道府県分）

で算定され、また、人口ではないが、環境関連では、森林・林業政策等が、林業及び水
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産業の従事者数を測定単位とする林野水産行政費（市町村分）で算定されており、測定

単位のあり方については検討の余地がある。 

④ 地域デジタル社会推進費が新設され、町村などの条件不利地域の臨時的経費項目への

依存度がさらに高まった。 

  近年の一般財源総額の上積みを図る地方財政対策は、主に臨時的経費頼みとなってお

り、現在では地方創生等臨時的経費の４項目合計で1.6兆円に上る。いずれも創設時の

財源確保は、従来の臨時的経費の引き継ぎ、地方税の偏在是正効果の活用、公庫債権金

利変動準備金の活用など、実質的に国の一般会計の負担を最小限にとどめ、これと引き

換えに、地財計画において一般財源の追加枠を確保する対策がとられる。その上で交付

税算定では、交付税配分の全般的な底上げを図りつつ、条件不利地域に対しては個別算

定経費では不十分な交付税配分を補完しているとみることができる。 

  これらは一般財源総額確保の戦略手法としては現実的かもしれないが、地方創生関連

経費については、国の第二期まち・ひと・しごと総合戦略（2020～2024年度）の先の見

通しは現時点では不明であり、地域デジタル社会推進費も自治体ＤＸ戦略を背景に、地

域のデジタル化を進める経費として2021年度から２カ年の措置にとどまり、継続の保障

はない。こうした臨時的経費の積み重ねが標準的行政経費として今後も許容できるもの

なのか、財源保障の安定性からみて適切なのか、前述の人口減少社会における財源保障

という点から展望を描けるのか、いずれも中期的にみて疑問であり、臨時的経費の出口

戦略を考える必要がある。 

⑤ 児童福祉司、保健師、その他一般職員などの人員の充実、会計年度任用職員制度の平

年度化による人件費の加算など、昨年度に続き「人」に関する需要額の充実が図られた。 

  人件費に関する財源保障は、2000年度以降、地財計画上の給与水準、職員数を通じて

削減傾向をたどってきた。2017年度から一般職員で増員に転じ、2019年度以降は児童福

祉司、保健師の増員などにより、計画人員ベースで純増となっている。 

  これまで交付税算定では、いわゆる行革算定において人件費の削減をプラスの需要額

として算定してきた。これは人件費削減分を他の政策に充当する考え方のもとに行われ

てきた。ところが、今回の新型コロナウイルス感染症対策をめぐっては、行政における

「人手不足」が課題となった。保健師の充実はその教訓からのものであるが、人への投

資を縮小してきたツケともいえる。現状は財源保障における人的投資のあり方を再考す

る局面といえるだろう。もちろん、一般財源総額実質同水準ルールという制約があり、

国地方の税財源確保を含めた議論が必要である。 
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 今年度の算定結果では需要額は増加したものの、人口減少社会における標準的行政の姿

はまだみえてこない。岸田新政権がかかげる新資本主義、デジタル化の推進、新型コロナ

ウイルス感染対策など政策のベクトルは多方面にわたる。これらが2022年度以降の交付税

算定にどのような姿を映し出すのか、引き続き注視していく必要がある。 

（とびた ひろし 公益財団法人地方自治総合研究所研究員） 

 

 

キーワード：地域デジタル社会推進費／会計年度任用職員／

      留保財源／包括算定経費／国勢調査人口 
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